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フォーデイズムの経済的背景

一一第一次世界大戦後のアメリカにおける経営労務の性格一一

中村通義

Economic Background of Fordism. 

Michiyoshi Nakamura. 

[1 ] 

ζの小論は，ふつう，アメリカにおける労務管理の成立期といわれてい

る第一次世界大戦後から 1929年ごろまでの時期をとりあげて， その内容の

一面を明らかにしようとするものである。 しかし 20年代のアメリカの農業

の各部門のすべてにわたって ζれを検討するととはできない。したがって，

どの産業部門をとりあげるかということがまず問題になる。さしあたり，基

幹産業たる鉄鋼業， 石油業が考えられるが， これらの部門は 19世紀末から

20世紀初頭にかけて，すでに，巨大な独占体を形成し終り，その後は，いち

おう安定した生産構造をもって蓄積を進めていたのであり，労務管理の面に

ついても「永遠の繁栄」の時代といわれる 20年代のアメリカ産業に，とくに

新らしい問題を提出したとはいいがたい。

1920年代のアメリカ経済を代表する産業は自動車産業である。自動車産

業は，化学産業，電機産業などの，新興産業とならんで，乙の時期にもっと

も急速な発展そとげた。 1929年をとってみると，自動車産業に直接雇用され

ている労働者数は 447，000人であり， ζれに， 関連諸産業の労働者を含める

と，約4，000，000人に達している九また 1927年における自動車産業の原材

料消費高は，ゴム輸入高の 82%，板ガラスの 63%(生産高lと対する割合，以

下おなじ)，装飾用皮革の 60%，スチ戸Jレの 14%(鉄鋼産業の最大の顧客)，錫

の22%，銅の 12%，ニッケルの 29%(これは全消費量に対する割合)， 鉛の

17%，硬質木材の 13%をそれぞれ占めているへこのように自動車産業は 20

年代の繁栄を支えた一大支柱であった。だがそれだけではない。生産技術的
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な萄においても，とこの産業は 20年代のいわゆる産業会主祭化，経営合源化のう

どきの中軌をなしており，ひろく経営管理金般について，従来とはちがった

彩での新らしい際懇を出してきたのであった。そ ζ で以下においては多El動

中心として 1920年代の経営労務の性格安みていく ζ とにしたい。

その;場合， 銭点はブオ{ドに絞られる。 へンザ戸・フオ戸ド

は，ひろくは 20年代のアメワカ産業全体の， 特殊的には， その中におけ

自動車産業の経営方集の一典裂そなすものだからであり，他の白

みる場合にも，フオ円ド会議との額係においてみる ζ とが，事態を明らかに

するのiと僕利だからである。ところで，フオ戸ドの経営方荒は，フオ円グィ

ズムとして，ひろく知られている。フオ円 すべてこのフォ

グイズムの発現として把握されているのであるペフオ日ドの，

そっく逆説的玄張とタかかる主張が実務的に具体花されたものといわれる

ブオード企業のめざましい成功，発競によって，ブオ{グイズムは，

初iJ，ら各界にブてきな反響をよびおこし， すでに 1920年代に， これについて

のいくつかの研究警があらわれているぺ労務管恐の発股史上からもァ 19世

紀末からお世紀初頭にかけての段階を代表するテイラザズふについで，1920

年代のいわゆる「永遠の繁栄j の時期における新らしい管理思考を代表する

ものとして，多くの経済学者，経営学者によって，くりかえしとりあげられ

じられてきている。しかし問題の核心はかならずしも明らかにされている

とはいし、がfこい。

lζ求め，火衆への に先行する

ことを説くフオ日ドの主張は，それじたいとしては，まったくナンセンスに

すぎない。かかる主張は資本主義務請の本質に反ずるものであるとして批判

しちる ζ とは容易である。しかし，こういういわば原理的批判によってはフ

オ{デイズムの本質は明らかにならないφ 一見ナンセンスとみえる彼の

のうちには， 1920年代の労務問題の性格を鵠らかにするための手がかりが武

しているのである。そとで本稿では，以下フオ戸グイズムの具体的内容と

その経済的背景を検討し， それを通じて 1920年比のアメリカの経営労務時
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題lζいちおうの見通しを与える乙とにしたいり。

注

1) Hearings before the Temporary National Economic Committ巴巴 (TNEC)， lnv巴st-

igation of Concentration of Economic Power， Part 30. Technology and Concen-

tration of Economic Power， 1940， p. 16359. 

2) R. W. Dunn: Labor and Automobil巴s，1929， p. 12. 

3) フォードの著者には次の 4冊がある。

a) My Life and Work， 1922. 

b) Today and Tomorrow， 1926. 

c) My Philosophy of lndustry， 1928. 

d) Things I've been thinking about， 1936. 

4) a) F. V. Gottl-Ottlilienfeld: Fordismus， uber lndustrie und t巴chnischeVer-

nunft， 1926. 

b) Paul Rieppel: Ford B巴triebeund Ford Methoden， 1925. 

5) なお本椅はアメリカにおける労務管理の形成・発展過程を扱った一連の論文の一部

をなすものである。

[II ] 

ティラ戸の科学的管理法の 19世紀末以降の発展は， それが結局， 労務

管理をも含めた経営管理全体をカパ{しうるようなプリンシプjレではなく，

たんに生産管理技術の一部をなすにすぎないものであることを明らかにし

た。 動作研究， 時間研究を基礎として「公正な一日の作業量J(a fair day's 

work)を設定し，それを実現する手段として，差別的出来高給制度(thedi紅白開

ential rate吋1St巴m of piece-worl王)を採用し， ζれらを円滑に運行せしめるた

めに，工場の作業管理組織を再編成するというテイラーの管理法は，彼のそ

もそもの立閣である労働問題の解決に寄与するどころか，逆l乙多くの労働者，

労働組合の反感を買い， 1911年のウォーター・タウン兵器)夜鋳物工場におけ

る最初の時鵠研究実施lと端を発したストライキや 1913年， 1914年のアメリ

カ労働総同盟(A.F of L)の年次大会における科学的管獲の排撃決議などにみ

られるような， はげしい反対運動を惹起したのであった九労働問題に担別

経営的に対処する方策としての労務管理の問題は，労働力をたんに生産要素
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のーっとして処理しようとするテイラーの管理法においては，なお生産過程

の管理技術一般のうちに埋没されていて，独自の意義をもっていなかったと

いってよいであろう。

そ乙で新らしく登場してきたのがフオ{デイズムである。 1920年代の

アメリカの代表的産業である自動車産業の，最大最強の工場の経営者たるへ

ンリ{・フオ{ドは，生産の標準化 (standardizationof production)および移

動組立線 (movingassembly line)にその集中的表現を与えられるような，生

産技術の高度化，生産過程の徹底的合理化という，いわば生産技術的な側面

において新らしい発展を画すると同時に(フォード・システムというばあいは，主と

して， ζの屈を指す)，経営労務の商においても従来とはちがった考え方を打ち

出した。もっとも彼においては，経営労務の問題は，それじたいとしてとり

あげられているわけではない。それは，彼の企業の経営管理全体の指導原理

己フオ戸デイズム=1奉仕主義」として提唱されたもののなかに， 他の要素と

一体となって表現されているのである o

そ乙で，乙とでは，まず彼の主張の要点をみることにしたい。フオ{ド

は「奉仕の精神J(th巴spiritof service)において経営をお乙なうための原則

(the principles of service)としてつぎの四つをあげているめ。

1. 未来l乙対する恐怖，あるいは過去に対する崇拝をやめる ζと(anab司

sence of fear of th巴futureor of veneration for the past)。

2. 競争を気にしないζと(a disregard of competition)。

3. 奉仕を利潤lζ先行させること (thepu仕ingof service before profit)。

4. 製造するということは安く買って高く売ることではない (manu-

facturing is not buying low and sel1ing high)。

このような奉仕の諸原則は具体的にはつぎのようなものとして展開され

る(その内容は主として 3と4に関係している)。

A. フオ{ドはまず，経営を「奉仕の手段J(instrument of service)ある

いは「奉仕の組織J(service organization)として把握する 3)。経営はふつうは

利潤のために存在するように考えられているが，彼によればこれは正しくな
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い。経営は生産によって大衆に「奉仕j するために存在しているのであって

金儲けや投機のために存在するのではない。「奉仕の精神」あるいは「泰仕の

観念J(the idea of service)とそが，手iJi問動機lと代るものでなければならない。

利潤動機とは，資本家が生産諸設備を提供し，できるだけ安い賃金で労働者

を麗用して生産をおこない，その生産物をできるだけ高い価格で販売し，こ

れによって可能なかぎりの高い利潤をあげることである 4)。しかしこのよう

な経営は，たんなる「金儲けの機械J(machine for making money)にすぎな

い。これは労働者および消費者から利潤を奪取するものである。このような

「高価格と低賃金」の原理によっては，経営は永続することができない。経

営はその生産物を大衆に販売する乙とによって存立しうるものなのであるが

高価格は大衆の購買力をぎせいにする。また大衆の大部分は労働者である。

したがってこれに対するに低賃金の原涯をもってすることは，大衆の購買力

をさらにまた低下させることになる。要するに，手IJ潤動機による「高価格と

低賃金」の原理は「消費者に対する価格を引き上げ，また賃金を切下げる ζ

とを目的としているのであり， ζのようにして，たえず市場を縮少し，結局

自滅するj')ことになるというわけである。経営は労働者，消費者から利潤を

奪取すべきではなく，みずからの手によって利潤を生産しなければならな

い。それは何によって可能とされるか。「奉仕動機J(service motive)あるい

は「賃金動機J(wage motive)6)がそれである。利潤動機とは反対に，労働者

lとはできるだけ高い賃金を支給し，製品はできるだけ安い価格で市場に出す

とと， つまり r低価格と高賃金J(low price and high wage)の原理によっ

て大衆に奉仕することがその基本方策となる。これによって経営は真にその

存立の基礎を与えられることになる。なぜなら，乙の原理によるならば，経

営はたんに既存の消費者に製品を提供するだけではなし大衆の購買力を増

大するととによって，ますます市場を拡大することができるからである。こ

のことは同時にまた， 大衆の生活内容を豊かにすることにもなるη。 ζれが

フォードのいわゆる「奉仕主義」の内容のもっとも主要な部分であるが，彼

はこれを基本として，さらに利潤についてはつぎのようにいう。
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B. 大衆への「奉仕」は利潤を否定するものでない。利潤は「経営の生

活力」町(businessvitality)にとって必要なものである。しかし利潤の前に「奉

仕」が先行しなければならない。「奉仕動機Jによる経営はかならず利潤を生

むはずであり， ;tIJ潤は「奉仕j の結果としておのずから獲得されるべきもの

である。ところで利潤が， ζのようにして得られるものであるとすれば，そ

の使途もまたおのずから眼定されてくる。「奉仕の手段Jとしての経営を維

持し，その成長を可能にするために，すなわち，その経営に依存している各

家庭を保証し (tosecure th巴homes)さらに他のひとびとのために仕事を作り

出す(tocreat巴morejobs for other men)ために使われるならば，それは正当

であるが，これを社外lこ配当金などの形で分配することは合理的でない9)。

したがって「不在株主J(absentee owner)はフオ戸ドのもっともきらうとこ

ろである。

c. 乙ういう立場から，彼は当然「金融業者J(professional financier)を

も排撃する。経営の存立のためには，手IJ潤が必要なのとおなじく，資金も欠

くことができない。しかし金融は経営にとっては第二義的な意味をもつにす

ぎない。経営の第ーの目的は生産による「奉仕」であり，資金は，欽や石炭

とおなじく，そのための道具にすぎない問。金融は経営の本来の目的に副う

かぎりでのみその意義を認められるのである。しかるに現実には金融が経営

を支配している。このような状態は改善されなければならない。経営は銀行

をできるだけ排除しなければならない。そのためには手許現金を多くもち，

企業の拡張は利潤の社内留保にもとづく自己金融を方針としなければならな

い (policyof self-五nancing)l1)。まえに，経営lこは手IJ潤が必要だと説いたのは

この点に関係している。

D. つぎにフォードが「奉仕主義JIC:反するものとして攻撃するのは

「改革業者J(professsional reformer)である乙れは具体的には労働組合，

労働運動の指導者を指す。経営が大衆への「奉仕の手段」であり，その大衆

の大部分が労働者より成るものであるとすれば，労働組合の指導者は労働者

に仕事をさせて，賃金を得るようにさせるのがその本来の役割でなければな
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らない。 刊誌価格と を目的とする と協力する ζ とに

よってのみ，その尽的を迷しうる。このような方向に向かつて進むもの

あって，そのかぎりでは反対しない。しかるに，現実には，多く

の「改稼業者j は経訟をはじめから散認し，ストライキなどによっ

るζ とを間的としている向。 ζれは一般の労働者の利益者を増進するど

とろか，かえって，緩営を破泌することによって労磁器径飢えにみちびくも

のである問。一般の労働者は ζれに桑ぜられではならない。 フオ戸ドは， ζ

のような「改主事業者j から労働者そ逮ぎけ，それによって経営を守るために

もまた「高鍍金」の諜還が符効にしで合怒的であることを主張するのである。

以上4項目に分けてフ注目ドの f奉仕主義j なるものの内容をみてきた

が，その中軌をなしているものが f低儲格と高賞金j である ζとは明らかで

あろう。科認についての彼の党解も， r金融業者Jtζ対する彼の態度も，

仕主義低価格と高鐙金j との際係において際題とされている。

しでも，労働者に「高餐金」を支払うととによっ

てこれぞ押さえようというのである r泰仕主義j という一見， 信人的なブ

オ円ドのフィロソブイ F舗の奥には，このように「低俗格と高賃金Jという，

かなり兵休的な経堂方策が核心として存在するのであり， ζれはまた

労務問題に対するブ余円ドの方策でもあった。市場の確保・拡大のための低

それを支えるものとして による (とれは開

;ζ チェックずる〉というのが彼の設

しずこコ日スであった。

そこで，以下つづくここっ ，ブオ{ドをしてこのよう

かしめるにいたっ しようとするのであるが，まず f{長沼

格j の方からみていく ζ とにしたい。というのは，いまみたよう!と，ブオ門

下の経営労務方策のや核としての「高賞金j はそれじたいが尽的と

されているのではなく r低価格j という経営方策との関連においてのみ問

題に会れているからである。
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注

1)テイラー・システムに対する労働者，労働組合の反対を扱った文献にはつぎのような

ものがある。

a) Jean T. McKelvy: AFL Attitudes toward Production， 1900-1932， 1952 

b) Milton J. Nadwor町 Sc即

Hiおstωon犯calAnalysis. 1955. 

c) William Gomberg: A Trade Union Analysis of Time Study. 1955. 

2) H. Ford: My Life and Worl王， pp. 19-20 & pp. 273-274. 

3) H. Ford: ibid.， p. 161. 

4) H. Ford: Today and Tomorrow， p. 8. 

5) H. Ford: ibid.， p. 28. 

6) H. Ford: Today and Tomorrow， pp. 271-272. 

7) H. Ford: ibid.， p. 9 & p. 233. 

8) H. Ford: ibid.， p. 37. 

9) H. Ford: My Life and Work， pp. 163-164. 

10) H. Ford: Today and Tomorrow， p. 229， My Life and羽Tork，p. 157. 

11) H. Ford: My Life and W ork， p. 156， p. 164， & p. 56. 

12) H. Ford: Today and Tomorrow， p. 24， My Life and Work， p. 3. 

13) H. Ford: Ms Life and Work， p. 257. 

[111 ] 

「低格価Jによる売上げ増大ということが第1次世界大戦後のアメリカ

の自動車産業において，フオ戸デイズムといっ形で，一つの支配的な経営イ

デオロギ{として，とくにつよく意識され，問題とされたのはなぜかという

乙とを明らかにするためには，たんにフォード企業のみならず，それをも含

めた自動車産業全体の構造をみなければならない。

自動車の製造が一つの産業として独立し，“利潤を生む (pro五table)"企業

として一般に認められるようになったのは 1910年前後からである。第1表

は自動車の生産台数の推移を示す表である。生産量は 1911年にはなお 20万

台足らずだったが， 1912年には一挙に約2倍近くの 35.6万台lζ達した。生

産台数はその後もいちじるしいテンポで増大した。 1916年は第2の飛躍の年

であり，生産台数は前年の約2倍の 152.6万台となり生産価額も 10億ドJレに
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第 1表 全米自動車生産台数・価額1) (1909~ 1928) 

|生産台数|卸売価額
(千台 I(100万ドノレ)

|生産台数|卸売価額
(千台 I(lOO万ドノレ)

1909 128 160 1920 1，906 1，809 

19lO 181 213 1921") 1，529 1，096 

1911 199 225 1922 2，431 1，572 

1912 356 335 1923 3，760 2，283 

1913 462 400 1924 3，318 2，049 

1914 544 414 1925 3，896 2，555 

1915 896 576 1926 3，976 2，758 

1916 1，526 921 1927 3，086 2，269 

1917 1，746 1，054 1928 4，029 2，631 

1918 943 802 19293) 4，388 2，826 

1919 1，658 1，462 

1) 乗用車のみ。 トラックの生産台数は乗用車のほぼlO~205'らである。

2) 1921年以降は，アメリカの会社のカナダ工場での生還をも含む。

3) この欄の数字のみ Statistica!Abstract of the U.S.， 1931， p. 865からとったが，・

イ也はすべてR.W. Dunn: Labor and Automobiles， 1929， p. 214による。

迫った。 1920-21年の戦後不況を切り抜けてからは，その発展のテンポはま

すます急となり 1923年には 300万台をはるかに越した。以後 27年までは若

干停滞気味であったが， 28年lζは回援して 400万台となった。

つぎに 20世紀初頭以降の企業数の推移をみると第2表のとおりである。

ζれによってみると， 1903年から 1926年の聞に，自動車の生産lζ従事した

181の会社のうち 137社は脱落し， 44社が残ったととになる。エステーンに

よれば， そのうち全期聞にわたって生産を継続していたのは， わずか 11社

にすぎなかった。他の 33社のうちには 2，3年前に設立されたばかりのもの

もある。 ζのように自動車企業の死亡率は他の産業部門にくらべて非常に高

し平均すると 10年lζ満たないというり。

自動車業界における生産の集積・集中の傾向は，すでに第 l次世界大戦

前後ごろからいちじるしいものがあった。大量生産方式lζ適合した独創的な

工場組織を作りあげたフォードと， 豊富な資金を背景とするゼネラ Jレ・モ{
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第 2表 自動車企業数の推移 (1902~ 1926) 

|ま到|鵬企業料開 |整制|蹴企業北関
1902、 12 1915 10 6 75 

1903 13 1 24 1916 6 7 74 

1904 12 1 35 1917 8 6 76 

1905 5 2 38 1918 1 6 71 

1906 6 1 ，43 1919 10 4 77 

1907 l O 44 1920 12 5 84 

1908 10 2 52 1921 5 1 88 

1909 18 1 69 1922 4 9 83 

1910 l 18 52 1923 1 14 70 

1911 3 2 53 1924 2 15 57 

1912 12 8 57 1925 O 8 49 

1913 20 7 70 1926 1 6 44 

1914 8 7 71 

R. C. Epstein: The Automobile Industry， 1928， p. 176. 

なお，この数字は全企業数を示すものではなく，笑際lζ商業的に自動車を製造して販

売している企業のみをとりあげたもののようである。

タ{ズの 2社を筆頭とする上位の数社は，この ζろから生産台数においても

売上げ台数においても，つねに全体の半ば以上の比率を占めていた。フオ戸

ド企業の占める生産比率は， 1913年以降， 18年の 30%，26年の 33%，27年

(型を転換するため生産安休止した年)の 13%を除いたほかは，つねに 40%

以上であり，とくに 1921年には約 60%という高率を示したり。ゼネラ Jレ・モ

ータ戸ズも，ある時はフォードを抜き，あるときはわずかの距離をおいてこ

れを追うというぐあいだった。 この 2社を含めた上位 3社は 1909年には

42.1%， 15年には 51.2%，20年には 71.3%，25年には 71.9%の生産比率を

占めていた3)

乙の数字だけを見ると，自動車産業は， 20世紀初頭以降，すでに巨大な

独占体を形成していた他の産業部門に匹敵するか，あるいは凌駕するほどの

生産の集積・集中を達成していたといってよいであろう。
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しかし問題は，とのことからただちに，この部門の製品たる自動車の価

格が，なんらかの独自的機構を過して決窓される，ということにはならなか

ったという点lとある。いくつかの百

iとし， ζ 

集中は，たしかに強点

ものといってよ

いc しかしその部門における生謹と販売が好関で， ζれらの企業がかなり長

期的にあるでいど安定した斡潤をあげるにとができ，外部の溺金にたよると

となく蓄積をおζないうるような条件の下では，主主寵の祭滋・集中皮が担当

くても，価格を独点的に設定しうるような組織はなかなかできない。

1920 までの臼 ，まさにそういう状況の下にあったのである。

第 8表 段翠IJ]託金策上位5設の利j筒(純資産!C文すする比総) (1909-1926) 

Ford Motor Reo Motor 
p乳ckard General WOViiEiryis aad 
民主otor 為({otors

Company Company Company Corporation Company 

1909 127 102 49 94 

1910 215 68 23 58 

1911 141 20 11 10 

1912 132 16 19 12 

1913 149 29 17 23 41 

1914 100 49 s 21 30 

1915 46 38 19 28 39 

1916 98 41 25 56 17 

1917 23 16 19 57 11 

1918 23 15 17 14 § 

1919 33 17 12 26 4 

1設立。 23 38 13 12 19恭

1921 56 8 2特 告努 34後

1922 77 19 5 14 43村

1923 29 28 15 15 23 

1924 18 16 11 10 5 

1925 12 20 27 24 20 

1926 9 15 30 32 4 

2ミ.C. Epstein: ibid.， p金 354.
持却は損失後淡わす。
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第3表ば自動車企業上位5社(年度によっては 5位以下になった会社もある)

の利担率を示す表である。会社によって差はあるが，各社とも不均するとそ

の水準はかなり高い。 エステ戸ンによると， 自動車企業の利潤率は 1914年

前後ごろまでは“正常利子"(normal interest)率の 6倍から 7倍，つづく 7，8 

年聞はおなじく 5倍であったというへつづいてこの部門における蓄積の様

式をみよう。

自動車産業の発展は最初のうちは技術的にも不安定でその歩みは遅々と

しており，外部からの資本調達はきわめて困難であった。当初は自動車製造

が企業として成り立ちうるか否かさえもあやぶまれ，銀行筋も一般投資家も

この企業に投資する ζ とを極端に嫌った。投資銀行は，ユ戸・エス・スチ~)レ

の成立に典型的にみられるように，既存工業の大集中l乙対しては非常に積極

的lζ乗り出していったが，まだ試作段階にあった自動車企業には何の関心も

示さなかった。たいていの会社は，機械メーカーや近親者，友人の融資によ

って仕事をはじめた。はじめのころは自動車の製造といっても，設計と組立

てだけであり，部品は外部メ戸カ戸から信用で買入れた。企業の拡張のため

の資金は利益の留保を積立てて乙れに当てた。

自動車企業のこのような財務上の性格は，たんに草創期のみならず第 1

次位界大戦後から 1920年代全般を通じて変らなかった。ただゼネラノレ・モ戸

タF ズだけがちがっていた。同社は 1908年l乙デュラン (W.C. Durant)によ

って，ほとんと、独力で持株会社(holdingcompany)として設立された。乙れに

結合された会社は， Buick， Cadillac， Cartercar， Elmore， Ewing， McLaughlin， 

Marquette， Oakland， Olds， Randolph， Welch， Weston-Mottの諸社だった。

このようにして成立したゼネラル・モ戸タ{ズは翌 1909年には 28，550台を

生産して業界をリ{ドしたが5) 統合過程lこ無理があったため， その後しば

しば投資銀行家の援助を仰がねばならない乙とになり，デュランも一時は失

脚したが，デュポンと組んでまもなく社長の痛にもどった。復職後彼はふた

たび活発な買収に力を注いだが，資金的裏付けのない過度の拡張をつづけた

ため，1920年についに破綻をきたし，社長の席を永久に追われ，以後同社はモ
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Jレガンに畏助されたデュポンlζ経営の実権を握られることになった。以後ゼ

ネラノレ・モータ F ズは，金融業者の強力な資金的背景の下に営業を続けた6)。

しかしこのような会社はまったく例外であり他の多くの会社は，フオ戸ドl乙

代表されるように，独力で資金を蓄積し企業の拡張をおこなったのである。

1903年lζフオ{ド社が創立された時には， 12人の株主が 10万ドjレの株

式に応募しただけであり， しかもそのうちの 5.1万ドルは特許，機械などの

現物出資で，実際の現金払込みは， 4.9万ドルだった(フオ F ド社じしんの記

録によれば，実際lζ払込まれた額はもっと少なく，2.8万ドルとされている)η。

その後新株が発行されたととは一度もなく，巨大なフォード企業はすべて留

保利潤によって築かれた。乙のような事情は多かれ少なかれ他の企業にも共

通していた。 1927年現在の最大自動車企業7社の投下資本額の 80%は留保

利潤の再投資によるものであったという 8)。なお，さきのゼネラ Jレ・モ{夕戸

ズも， 1909年から 1926年の聞に，その利潤の約47%を自己の企業に投資し

ていため。

このように，自動車産業における大部分の企業がその創業に際しでも拡

張に際しでも，外部からの援助にたよる ζ となく，自己の利潤に支えられな

がらその必要とする資金を調達できたとすれば，いかに競争がはげしくても

それらを統合して独占組織を作ることは容易にはできない。 ゼネラノレ・モー

ターズのデュランも，いくたびか，フォードをも含めた主要自動車企業のほ

とんど大部分を吸収する一大会社の組織を計画したが，その試みは結局失敗

lζ終った。不況期に金融的苦境におちいったいくつかの企業が，金融的利害

によって外部から統合されるというのが独占組織形成のもっともふつうの形

であるが， 自動車産業は 1920，....，21年の不況期をも若干の摩擦をひきお ζ し

ただけで切り抜ける ζ とができた。 1923年以降は生産・販売の伸びが鈍り，

巨大企業聞の勢力分野も若干変ってきたが，なお独占価格を設定しうるよう

な機構は形成されなかったのである 10)

こういう状況の下では企業閣の競争は激烈な形をとらざるをえない。じ

じつ，この時期の自動車企業は，技術の改善・価格の引き下げをめぐって巨
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第4表 フォード T裂価格
(1909~25) 

|一自動車価格
(ドノレ)

人同士の鏑を削る争いを展開した。フ

オF ドは早くも 1908年に T型車を発

表し翌9年にはこの型の車の製造lζ主

力を注ぐ旨を言明した。 T型車は高級

な車を買うことのできない，いわゆる

残りの 95%の市場つまり労働者や農

民の市場をねらったものである。フォ

戸ド企業の一貫した経営方針は乙うし

た低廉車種の大量生産とその生産過程

のたえざる合理化による価格の引き下

げであった。第4表はフオ戸ドの主製

品たる T型観光用自動車(tourigcar)の価格の推移を示したものである。み

られるとおり価格は年々着実に下っている (1919年の値上げはインフレ戸シ

用
絡
光

価

け

綴
車
ハ
リ

型
動
山
い

T
自

1909 950 1919 525 

1911 690 1921 355 

1913 550 1922 298 

1915 440 1923 275 

19li 450 1925 290 

D. A. Moore: The Automobile 

Industry (in W. Adams ed. The 
Structure of American Industry) 

1954，邦訳352頁.

ョンによる価格の修正である)01920年から 21年へかけての不況にはさすが

のフオ{ドも金融逼迫に苦しんだが，それでもなお価格は引き下げられた。

フオ戸ドが大衆栢手の市場の開拓lζ成功したことに注目したゼネラ jレ・

モ{ターズは，ノレイス・シポレ戸と協力しておなじく低廉小型車種シポレ~.

ぺピ{・グランドを作り， 関車種の大量生産によるコスト切り下げ， 価格引

き下げをおこなって，フオ戸ドの牙城lζ日食いこむことに成功した。他の多く

第 5表 低燦車種(675ドノレ以下)の市場占拠率 (1909~26) 

(%) (%) (%) 

1909 6.9 1915 43.9 1921 48.1 

1910 7.0 1916 51.1 1922 56.2 

1911 15.9 1917 55.3 1923 62.;:; 

1912 36.0 1918 41.6 1924 59.4 

1913 46.6 1919 43.5 1925 51.2 

1914 49.3 1920 39.6 1926 51.6 

R. C. Epstein: ibid.， 1928， p. 337， 345. 
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の会社もこの方向lζ進んだ。 ζ の結果自動車の価格は年々かなりのテンポで

下落している。低廉標準型乗用車の価格指数は 1920年を 100とすれば， 21 

年は 98，22年は 73，23年， 24年は 52，25年は 51，26年は 49となってい

る川。つまり 5年間に半分になったわけである。また低燦車種の市場占拠率

を示すと第5表のとおりである。この比率は 1916年には 50%を越え， 1923 

年には 62.2%に達した。 24年以降は若干下っているがそれでも 50%は割っ

ていない的。

このようにみてくると，フオ戸ドのいわゆる「低価格j なるものが，ど

ういう背景の下に，いかなる意義をになって主張されたものであったかが明

らかになるであろう。この部門での価格は，なんらかの独占的機構を通して

設定されるものではない。しかしそれはまた，かならずしも，無数のほほお

なじような規模の企業による，いわば古典的な自由競争によって形成される

市場価格を目安として決定されるというものでもない。市場はわずか数社の

巨大企業によって分割されている。各企業はたがいに相手企業の生産量，市

場での地位を知りぬいていて，つねに市場全体を見渡すことができる。百大

自動車企業にとっては，自動車の市場価格はたんに外から与えられる基準と

してではなく，あたかもみず、からの価格方策の如何によって直接にその水準

を左右できるものであるかのようにみえる。また，白動車は当時はまだ食料，

被服などのような生活必需品になりきってはおらず，いわば宥修品的性格を

もった大衆消費財であったから，その需要は価格のうどきに対してきわめて

敏感であった。一企業における価格の切り下げは，ただちにその企業の市場

占拠率の増大となってあらわれる。市場は企業みずからが直接に作り出すも

のとして意識される。 ζのようなあいつぐ価格引き下げは，とうぜんコスト

切り下げを前提としなければならないが，すでにみたように，各企業は資本

市場の状況の如何にかかわらず，つねにかなりの規模の新投資をお ζないう

るだけの資金を留保利潤として確保していた。

要するに，たえざる技術改善による価格の引き下げ，それによる市場の

拡大， ζれが乙の時期の自動車産業の生存条件であった。第1次世界大戦後，
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1920年代を通じて(とくにその半ばごろまで)自動車企業はまさに「低価格」

をその経営の支配的原理とせざるをえなかったのである。フォードはこの激

烈な競争戦においてつねに先頭に立っていた。フオ戸ドの「奉仕主義」の内

容の一面をなす「低価格」の原理は，自動車産業におけるこのような市場を

めぐる企業聞の競争に対する経営方策を，彼独特の個人的信念という形で表

明したものにほかならなかったのである。

注

1) R. C. Epstein: The Automobile Industry， 1928， p. 164. 

2) R. W. Dunn: Labor and Automobile， 1929， p. 21. 

3) TNEC， Monograph， No. 27， The Structur巴 ofIndustry， 1941， p. 244. 

4) R. C. Epstein: ibid.， p. 265. 

5) TNEC， Monograph， ~bid. ， p. 243. 

6) ゼネラノレ・モーターズの成立史についてはL.H. Seltzer: Financial History of 

th巴 AmericanAutomolコil巴 Industry，1928および宇野博二「アメリカにおける自動

車工業の発達J(学習院大学政経学部研究年報 No.5)をみよ。

7) D. A. Moore: The Automobilelndustry (in W. Adams ed. The Structure of 

American Industry) 1954，邦訳346頁.

8) R. W. Dunn: ibid.， p. 28. 

9) G. Soul巴 ProsperityDecade， 1947， p. 166. 

10) 自動車産業におけお独占体の形成を困難にした要因としては，ほかにつぎのような

ものがある。第1は自動車という商品の消費財としての特殊性によるものである。自

動車は漸次大衆の日常生活にとって，きわめて必要度の高いものになってきていたの

であるが，しかしなおふつうの意味での生活必需品とはいえない佐賀のものであった。

自動車の購入は通常生計費(住居資，光熱費，食費，被目良質)以外の余剰収入で購入さ

れる一種の流行商品としての性格をもっている。性能やスタイノレに対する大衆の好み

は多種多様であると凋時fC，きわめて変りやすい。乙の場合，資金，技術ともにすぐ、

れている大企業の方が一般的に有利である乙とはいうまでもないが，中小規模の企業

でも特徴ある製品を作り出す ζとができれば，市場において独自の地位を確保する乙

とができる。つまりアウトサイダーを完全に排除する ζとがむずかしいわけである。

第2は乙の産業には技術的独占がなかったという乙とである。アメリカ特許局は

1895年fCジョージ・セJレテーン (George，B. Selden)に自動車製造法の特許を与え，生産

販売の独占権を許可した。かれは ζれによって特許料を徴収した。 1903年エレクトリ

ック・ピークノレ会社は，セルデンの特許権をもって 30社にのぼる会員会社からなる

ALAM (Association of Licensed Automobile Manufacturers)を設立し，会員会社
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は乙の ALAM ~ζ特許料の 5%( 乙れはのちに 1.25% ， 0.8roとしだいに引き下げられ

ていったが)を支払う ζ とになっていた。 フォードは乙れを認めず，訴訟を起した。

1911年の判決はフォードの勝利を宣告した。 ζの判決以後，特許権を自動車のような一

般化したものにも許可すべきであるという考え方はうすれ，製造業者はあまり重要で

ない改良IC対して独占的な権利を得ょうとする考えを捨てた。特許権の大部分はその

後フォードを除く全自動車会社を会員として結成された NationalAutomobile Cham-

ber of Commerce ~<::寄託され，会員会社は相互に無料でこれを利用する ζ とができ

るようになった。 ζの協定は 1925年には， すでにプールされ利用されていたものを

除いては廃止されたが，この ζ ろまでには自動車製造技術上の種々の新機軸はおおよ

そ出っくしてしまっていた。つまり第1次世界大戦後から 1920年代の半ばまでの拡

3長期においては，何か特別の技術的利点を持つ乙とによって他企業を圧迫し独占的地

位を築くというととはできなかったわけである。

第3。自動車工業においては，フォードのように自企業内で部品の製作と組立て

を同時にお ζなついるものはすくなかった。多くの会社は組立て工程を主としていて，

部品は周辺に多数散在する部品メーカーから買入れていた。独占組織を作るためには

このような外部の部品メーカーをもその支配下に収めなければならず，それはきわめ

て困難な乙とであった。

11) TNEC， Monograph， No. 22， Technology in Our Economy， 1941， p. 259. 

12) 1924年以降は，自動車需要の伸びが一段落し，それとともに消費者の購買動機が若

干変ってきた。どの会社の車を買うかという ζ とを決めるばあいに，価格だけではな

く外観をも大きな考慮姿図とするようになってきたのである。フォードの T裂は ζ

の点でシボレーより不利であった。 フォードの市場占拠率は 1920年代の半ば以降下

落していった。焦ったフォードは従来の経験lζ徴して，ことでもまた値下げによって

切り抜けようとしたが，苦境を打開することができず，ついに 1927年には型の転換

を決意して工場を一時閉鎖した。しかしこの乙とは自動車市場の拡大にとって，価格

切り下げが一般的に有効性を持たなくなったということを意味するものではない。フ

ォードの停滞の原因は，基本的~<::は T 型車が大衆に飽きられた乙とによるものであ

った。約9カ月の準備期間を経て新らしく発売されたフォードの A型は，1929年l己記

録的な売上げをみせたのである。

[IV] 

いまみたと乙ろによって「低価格」の原理なるものは，大衆市場の拡大

をめざすはげしい競争場裡における経営のイデオロギ戸であることが明らか

になったが，フオ戸ドにおいてはすでにみたように，これは「高賃金」とー
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体化したものとして，すなわち「低価格と高賃金」の原理という形で主張さ

れているものであった。フォードじしんの言葉によれば「もしわれわれが高

賃金を支給しうるならば，それはやがで消託されて，小売業者→卸売業者→

製造業者→異部門産業の労働者を繁栄させる乙とに役立ち，かれらの繁栄は，

われわれの売上げとなって反映するJ')ζ とになる。つまり「高賃金」の支給

は新たな購買力の創出による新たな市場の開拓を可能にする。「低価格」と密

接不可分の関係をなす「高賃金jの支給は労働者の生活を豊かならしめ， r改

革業者」の活動を封ずる。かくして経営も労働もともに繁栄し，そとに労働

問題は発生しょうがないというのが経営労務に対するフオ{ドの基本的考え

方であった。

このようにフオ戸ドにおいては「低価格」と「高賃金」は相互におぎな

いあうものとして矛盾なく並存しているのである。しかしおなじく市場の拡

大を目的としているにしても， r低価格」と「高賃金Jは経営にとってはけっ

して同列におきうるものではないであろう。市場拡大のために「低価格Jを

推進するということは，それがいかなる時期にどういう意義をもっておこな

われるかというととを別にすれば，競争場裡にある経営者としては本来のあ

り方である。販売価格の引き下げは売上げの増大をもたらす。売上げの増大

はますます高能率での大量生産を促進し，単位当りコストは低下するととも

に，利i悶率は高まり，つぎの価格引き下げを可能にする。「低価格」はその意

味では合理的な経営実践原鷲である。しかし賃金の引き上げはそうではな

い。経営はたとえ一時的には，自己の企業における高賃金が他企業にも波及

して大衆の購買力を高めるという信念の下に高賃金を支払いえたとしても，

たんにそれだけの故をもって長期的にこれを継続しうるものではない。賃金

の引き上げは直接的にはコストの勝賞，利潤の減少を意味する。高められた

購買力が何に向けられるかは消費者の任窓であるし，またかりにそれが自己

の属している産業部門の生産物に向けられるとしても，自己の企業の製品の

みに需要が集まるという保証がないことはまったく自明の理である。経営が

支払いうる賃金は結局その経営が当面している労働市場の状態，その経営が
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獲得しうる利潤の量によって決まらざるをえない。一見「拳仕主義」の発現

そのものとみられるフオ{ドの「高賃金」もその例外ではなかった。

まずフオ{ド企業における賃金方策を具体的にみよう。フオ{ドは 1913

年以降つぎつぎと新しい労務方策を採用していったがその中でもっとも重要

なのは， 1914年 1月12日に発表された新しい賃金制度であった。それによ

ればフオ{ド企業の労働者は 1日8時間， 1週 48時間の労働時間で， 1日5

ドJレの最低賃金を保障されるというのである 2)0 1914年乙ろの労働条件は 1

日9時間へ 平均賃金 1日2ドJレめがふつうであったし， フオ{ド企業にお

いてもそれまでは 1日9時間， 平均賃金2.4ドルであった5)。 したがってこ

の新賃金は当時としては画期的な高賃金であった。この新賃金制度の反響は

大きかった。同業者はフオ戸ドを労働市場lζ混乱をまきおこすものとして非

難したが，一般には“偉大な人道的運動"として賞讃され，フオ{ドの名声

は一時に高まった。め

しかしこの最低賃金1日5ドJレが

とくべつに「高賃金」としての独自性

を誇りえたのはそう永い期間ではなか

った。第6表は自動車企業の年間平均

労働者数および彼らの年間平均賃金の

推移を示すものである。年間就業日数

を300日として概算すると 1914年の

年間平均賃金802ドノレは 1日2.6ドjレ

強であり， 19年の 1431ドルはおなじ

第6表 自動車企業の年間平均労働
者数および年間平均賃金

(1904~25) 

|年間平均|年間平均賃金
労働者数 (ドノレ)

1904 12，049 594 

1909 75，721 643 

1914 127，092 802 

1919 343，115 1，431 

1921 212，777 1，498 

1923 404，886 1，630 

1925 426，110 1，675 

く4.8ドJレ弱，以下21年は 5ドJレ弱R.W. Dunn: Labor and 
Automobiles， 1929， p. 117. 

23年は 5.4ドノレ強， 25年は 5.6ドJレ弱 ど

になる。との表の年間平均賃金は多数の中小車体メ戸カ戸，部品メ{カ{の

労働者の賃金をも含めた平均であるから，組立工程を主とする一定規模以上

の自動車企業のみをとってみれば，平均はもっと高くなるはずである。つま

り1919年ないし 21年ごろまでには，フオ戸ド以外の自動車企業の労働者に
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とっても 5ドル前後ないしそれ以上の箆金はふつうの水準になっていたの

であり， したがってフオ円ドの「高賃金jが爽iζf高賃金Jとしての意味そも

っていたのは 1914 らせいぜい 5，6 ζ とにすぎないことになる。

ζ のように伎の「遠藤仕主義Jは f高:賃金j という還ではかなちずしも霊

ぬきえなかったのである。 1914年の高鍵金方策も，じつは，釘動家産業の中

心であるデトロイト地毘の特殊の労働事情に提が正予れて線用されたものであ

った。

がんらいデトロイトは自 によっ した都会であっ

7こs きかったが，労働者の多くは，東欧からの移民，南部の謹

どのいわゆるつ皮り高労働者抑制1etransient workεr)りであった。

彼らは労働条件がさきわめて劣悪だったにもかかわらず言諮，翠讃をととにす

る雑多な人還の集りであったうえに，これを綴織すべき

かった ζ とから，築図的な行動受とることができず2 また…定の地IRへの定

なかった。彼らはほんのわずかの労働条件の差異によっても

た。 また他の地方によい仕事の口があるときくとただちに移動し

当時のグトロイト とっ "jj 

IrJ;C;じて確保する ζ とがきわ

めてむずかしいということであった。ブォードの 1914年の

には， ζれをもって従来頭痛の穂であっ

一挙に解決する乙とを;玄関したものであったっ 1914 ちょうど，フオ円ド

が永い間研究してきた移動組定法 (movingassembly method)による

議方式が彼の工場の名部門にわたって実用化容れた年であった。ブオ戸 t:会

はそれまでにも十分高かったが{第3 みよ)この新しし

の採用はi:のような を支払つでもなおかつ相当の高利器を期待

殺しめるに十分だった。 じじっ， ζ の新賃金都議の実強された 1914年にお

いても利鶴は 2034万ドルであり{諦年は 2505万ドノレl，組長量産額lこ文すする比

100%であった勾(なお 1915年にζの比率は 46%に下っているがこれは

に1.8徒になったためであり，利溺の絶対綴は 2464万 1.:')レで
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より多かった)。

この新しい賞金制度によってブオ円ド企業労働者の移動率ははなはだし

く減少した。 ζの簡の事憶についてブオ戸ドじしんつぎのように述べてい

る。「とこの制度を実譲した 1914年には従業員を 14，000人緩用しており， ζの

るには， 1年に約出，000人を採悶しなければならなかった。し

かし 1915年にはわずか 6，508人を新たに懇周したにすき行よい0・しかもその多

くは食業の成長の結果藤贈された人々である。もしいままで通りの労働者題

しようとすれば， 年κ約200，000人そ採用しなけれ

ばならなかったであろう。かかる ζ とはおそらく不可能であったろう。われ

われの工場における仕事は2，3Rでおぼえることがで会るが，はじめと 1

後とでは段ちがいである。かくして労働者自転率の問題は，それ以後は顕痛

はなくなった。現在ではおそらく月に3%から 6%の間だと思うがく

わしくは知らない。なぜなら，数字をとるほどの問題ではなくなってしまっ

たからであるんめ

フ公~i"食業とおなじような際還に誼商していた他の間勤王室会淡も

引き上げていかざるをえ苧かった。大戦中の労働力不定，自

における

した。

のであり吟，岳

わらず，全体と

急速な増大(第6裁に明らかなように， 自

ら1919年までの6年践に的3信になっている)がこれ

よびそれの{窓会業への波及というブオ円ドの

は，このようにきわめて議実的な経済事情に続制されていた

における 如何にかか

あったのである 11)0 フォー{ド

はそのきっかけをなしたものにすぎなかった。しかしζ

の新賃金斜度が災鑓されたときの反響はあまりにも大きく，ブ泳{ド:it::業が

にも波及したという ~p象はその後も多くの

人々のJ]k'If.援につよく焼きつけられた。フオ日ドじしんもその審議の中でくり

かえしこれを誇示した。龍節でみた f低価格j とともに，フオ日ド企業は弓'~
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価格と高賃金」の推進者とみなされていたのである。

注

1) Henry Ford: My Lif巴 andW ork， p. 124. 

2) Henry Ford: ibid.， p. 106 & p. 126. 

3) A. L. Gitlow: Labor Economics and Industrial Relations， 1957， p. 631. 

4) G. Soule: Prosperity Decade， 1947， p. 221. 

5) Henry Ford: Today and Tomorrow， p. 157. 

6) もっとも，フォード企業のすべての労働者がただちに乙の新賃金制皮の中に組入れ

られたわけではない。実施の詳細については， Henry Ford: My Life and Work， 

pp. 121-129をみよ。

7) R. W. Dunn: Labor and Automobiles， 1929， p. 62. 

8) R. C. Epstein: Th巴 AutomobileIndustry， 1928， p. 353. 

9) Henry Ford: My Life and Work， pp. 129-130. 

10) フォードは 1919年!(従来の最低賃金1臼5ドノレを6ドノレ!(引き上げたが， 同年は

戦争中の動員解除，産業再編成などのため，労働移効率がふたたび高まった年だった。

つまり賃金引上げの契機は 1914年の場合とおなじだっのである。

11) 1916年から 19年の閲ははげしいインプレージョンが遂行した時期であった。 した

がって ζ の時期の賃金上昇は実質的にはそう大きなものではなかった。

[V] 

まえのこつの節において，フオ{ドをして「抵価格と高賃金」の原理を

主張せしめた経済的条件とそれが実施されるにいたった直接的契機およびそ

の実際の過程を吟味してきたが，みられるとおり，いずれもその背後には

“市場拡大"という乙とが至上目的として設定されていたことは明らかであ

ろう。「低価格」による市場占拠率の増大高賃金」による新しい購買力の

創出，これがフオ戸ドじしんの意識における「奉仕主義」なるものが理想と

して目指すと ζろであった。

ところで，このような考え方は，たんにフオ{ド伺人の，あるいはフォ

{ドに代表されるかぎりでの自動車企業にとってのみ適合的な経営イデオロ

ギ戸であるというにとどまらなかった。 乙の考え方は 1920年代のアメリカ

の産業界につよい影響力をもって涜布され，この時期の経営管理思;恨の主要
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るものとなった。 1920

テクストの中における

も乙のようなコン

とするものであった。

無条件

大戦中

1 ;欠役界大戦はアメリカぞヨ F ロッパへの議務障から僚

たο アメザカ緩済は 1920年から 21年へかけてかなりの規模の

それぞ切り抜けてから践後は未稼脊の好況，いわゆるf永

の持期をむかえるとことになった。しかしそ

きるものではなかった。アメザ 7り

と1920......，21 技術改善に

よる生産性の向上によって，いちじるしく高まっていた。 彼方，戦争によっ

て疲幣し?とヨ日 oッパ経済はアメリカのドルによって支えられていたが，そ

れはかならずしもアメザカの輸出後持続的に増大せしめるものではなかっ

た。アメリカの輸出総額は 1920 年 lとは 8H叡ドル (191l~15 年の年平均の約

3.ら倍}に達していたが，翠21年には 44億ドルに下落し， 以後27年までは

多少の増減はあったがほぼ間水準を維持したにとどまったえしかも

うち工業指製品の占める比重は半分たなかっ

とのように，増大せる生産力を対外的に処理でさないとすれば，アメリ

カ設業のとるべき還は脳内市獲の開拓法外にはない。しか

きるものではなかった。間惑はこの時議の繁栄の性

にゆきわたることなく，部門ごとにいち

じるし よ {ゴム，石油，

ガラス-t:メント， 電

レH ヨン，

露であったが，コットン，ウ日jレ，ウ戸スデッドな

自動車法外の連総設備(鉄道，造船)産業などには繁栄は波及せず，こ

れらの部開の所得持昔話，賃金)は増大しなかった。なかでも

ははなはだしかった。農業部門は第 1次惚界大戦中にお戸ロッパ向けの

に増大した ζとに第IJ戟されて，作付け諸積の過度の拡張をおこなって

いずこ。 3~ ロッパKおける食寝自給イとの傾向の強化，
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どはアメザカの農議物輸出を激減せしめ，従来これに依存して発援し

てきたアメザカ農業を苦況におとしいれた。農産物価格は下落後つづけた。

1918，..，.，20生ぶには年平均150億ドノレだったが， 1922-29年の年平

均は 100"，120壊れレにすすぎなかった吟。がんらい，函館，南湖部をゆ心とす

るアメザフむの農業ば，南北戦争以来急速に成長してきた京郊の工業製品を消

化する一大市場として，工業の発震を内部的に支えてiきたものであった。し

たがってこの部再の停滞はただちに工業製品の販路の狭際化を窓味しずこの ζ

のような乙とから，さま訟の繁栄にもかかわらず，この時揮の工場企毅はその

そフルに運転するととができなかった汽ー習内に!祭料資源、も市場

も筒時に併せもっという例外的に恵まれた条件の下K発援をつづけ，さらに

l 次世界大戦中の特殊な地位によってついに俊務室主から債権額へ転北する

にいだったアメりカは，大戦後も繁栄そ謡歌したが，その繁栄の性格はとの

ようにきわめて不安定なものであり，その背後には市場開題が大きく浮び上

っていたのである。

ための価*各部会下げは，とこのように，たんに自動家稼業にと

ってのみならず，この時期のアメザカの他の鹿業にとっても，とくべつに重

るものとして，あらためで鴎惑にされたのであった。 20

いて

る佼宅，議気器具，加工食料品などの各部門にお

とほほおなじような事情から，いずれも，独占儲格

あったことを考えると「低価格j による大衆市滋の拡大とい

う経営イデオロギ円が，との持溺にひろく流布され一般北:きれた漉治がいっ

そうはっきりするであろう。ブオ{ドにおいてはそれが，さきにみたような

ら，とくに尖鋭な形で意識された。 1920年代のアメザカの農業界にお

ける「高賃金j思想、も，とのような「低磁格j と絡みあった形で出てきた。

がんらい

つけて主張したのは

組合は賃金斗争に際して「も

しなければ，

による販路の保証Eというとと

1i欠役界大戦前のアメザカの労働

という形

ぢれうる商品のすべてを翼うに十分
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ではないであろう戸という“理論"をかかげて守・った。 しかし戦争中はイン

フレ戸ジ沼ンの進行による鵠価の終予設がはなはだしく，それにともなって労

働組合の賃金斗争のスロ日ガンも変ってきた。賞金者を生計裁の高騰にスライ

ドさせるととが当寵の紫念、な滋標になった。生計強調安が霊視され，それに

されるべき最怨賃金の額が決められた。大戦中

よって労働怒合の発言力は強まっていたので，この方式はある

によって容認され，実際の労働協約のー]長日としても，また

戦処遜のフア針としても採用されるようになった。

とζ ろが， 1920-21年の不況によって物a間水準はいちじるしく下落し，

それにつれて労機者の生計費も下った。工議製品の儲格の下落よりも，

f商務の下躍の方が大きかった ζ とによって，生計費の下落はいっそう話立っ

たc 経営者は戦争中の舞金決定方式を逆に使って防衛の下落

り下げることそ主張した。そこで労徴組合はふたた

をもちだしその妥当 J性を主張するととになった。すなわち， 工人当り

あるいは人口 1入きりの生躍高の増大と，

の増大とを平行させることの必要性を強議したのである。大毅産後から 1920

てまだ務まってはいなかったむ

くの労強者が参加した

は全体とし

9，10更をみよ)1919年には 400，000

の大ストライキをはじめとして，繊維，

石炭部門の労働者もかなりはげしい斗争をおとなっており，

というラグカJレ

としても

った。 他方 1920-21

さえ出していた6にとのような状況の下では，

かんたんにしりぞけるわけにはいかなか

デフレ戸シ忽ン あるでい

しでもよいような利議与をあたえていた。というのは，この

ときのデフレ日シ鐙ンにおいては，工業製品綴絡の下落よりも露料価格の下、

落の方が大きく，製巡紫雲が鼠わねばならない原料樋格と彼らが完製品に対

とる価格との関のマ戸vンが拡大したからである。たとえば 1921
には，工業製品の部格は 1913年よりも 63%高かったが雪原料錨絡は 25%
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りしていたにすぎなかった1)。 ζのような り はあるで

いどの り

り

おζないフ

グフレ戸ション まで織を失わなかった

った(第s表をみよ)。

にとどめられた。そ

にかんするかさず

だがζ のときにはまだ， を一つ

はなかっ

り下げがどこま

いぜんとして，

あるかを扱った

として認める

り下げの方法およ

300以上も

1922 :年にはとこの絡の論文はすくなくなったが，かわり について論

じたものの数が増大した。

ととろでこの ζ ろから

は変ってきた。不況からの司復，

の到来によって労働力部要は増大し

た。失議浮(第7表)は詩21年には 15.3

%という高い率そ示していたが 22

には 12.1%に減少し， 23年には一挙

[こ半分以下の 5.2%にまで下移してい

る。経営審は賃金の腕最後それじたい

としては不可i¥li':なものとして認めざる

安えなかった。不況期の持殊の

よって験資した実繋裁金は， ζんどは

務7表失業率(年隠平均最低緩ま芝f直)
(1920-27) 

失業家柄)

1920 5.1 

1921 15.3 

1922 12.1 

1923 5.2 

1924 7.7 

1925 5.7 

1926 5.2 

1927 6.3 

Rec記ntEconomic Ch皐nges，1929， 
Vol. 11. p. 879. 

銘 8 書受 年総司王均祭会 (1919-28) 

紫幣霊堂金 笑霊霊祭金 貨幣賃金 実質笈金

1設19 187 105 1924 200 118 

1920 218 106 1925 205 119 

1921 191 108 工合26 219 126 

1922 187 113 1927 219 128 

1923 200 119 l号28 224 132 

G. Soule: Prospedty Decade， 1947， p. 221. 
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第 9表 労働総合加入者数 (1919~27) 

|加入者数
(千入) (千入) (千人)

1919 4，169 1922 4，059 1952 3，818 

1920 5，111 1923 3，747 1926 3，901 

1921 4，815 1924 3，747 1927 3，904 

Recent Economic Changes， Vol. II. p. 480. 

第 10表 争議件数，争議参加者数 (1919~27) 

l争議件数|争議参加
1916=100 I 1916=100 

|争議件数i争議参加
1916 = 100 I 1916 = 100 

1919 96 260 1924 33 41 

1920 90 91 1925 34 27 

1921 63 69 1926 27 21 

1922 29 101 1927 19 22 

1923 41 47 

Recent Economic Changes， Vol. 11. p. 491. 

労働力需要の増大に支えられて，持続的lζ上昇するととになった。第8表は

その趨勢を示したものである。乙の傾向を反映して労働組合の加入者数は減

少し争議件数も漸減していった。 その推移は第9表およびmlO表にみられ
るとうりである。

他方，不況末期l乙集中的におこなわれた技術改善の効果がζのころから

あらわれてきて，工業生産物のコスト低下は各部門にひろがり，利潤率は回

復しはじめた。この時期の技術改善は同時に大量生産方式の一般化を意味し

ていた。大量生産物は大量販売されねばならなかったが，さきにみたように

市場はかならずしも楽観しうるような状態になかった。

賃金，労働運動，生産性(コスト)，市場のこのような動向は，経営者な

いしその代弁者にいままでとはちがった“賃金理論"を思いつかせるととに

なった。賃金の増大は結局その企業lζ投資している株主の利益を削減する

か，あるいはまた，その企業の生産物の購買者に高い価格を支払わせるよう
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ならさ、るをえないという従来の“理論刊は後景にしりぞいた。かわ

りに，賃金の増大が生産性の増大と平行しうるような状擦の下は，

はかならずしも さきことではないという考え方が出てきた。

と る購買力の増大は，労働者の生活水準をE認め，

を軟化さ るストライキそ減少せしめるだけでは

なし競売しうる させることにより

なる。

れなければならぬ。販売畿の増大は生産物 1

にとっても利益と

としても見なおさ

させ，

しめることになる。それはふたたび、コス

ト節約的改畿を捉進し，販売量のいっそうの増大をもたらすような綴絡の引

き下げを可能にする，というのがζの新しい“賞金狸設計の内容である。

i悶92お3年iにζパウムiは立

オおJろかな経営dの〉夜拠であり，不名誉のしるしである円ということを主張した

したが，とれ与をきっかけとして，おなじような考え方をより

に表現ずるものがあいつぎ，この“黄金潔論"は 1926年まで;とはアメリカの

ひろくもてはやされるようになったえ 19初年代の黄金は， あたか

も経営者が f主主:霞金j の原ま壌を実践したが故に増大したかのごとくみなされ

た。 r高賃金j の文絵は f高度な経営 (highgrad巴manag日m鉛 t)Jの存議そ意

味するちのとして受けとられた。 1922年K発表されたブオ M ドの "MyLife 

and Wor1玉"におけるさ祭仕主義バ低価と高賞金j の主張は，ちょうど，産業

界における ζのような動向にマッチし，そのさきがけをなしたのであり，1926

“Today and Tomorrow"は乙れをふたたび確認するものでるった。

かくして，本米s 経営にとって望ましからざるはずの f高賃金j は，と

にかく後らによっても，一方においては「抵錨絡j とともに市場を拡大し，

他方においては思介な労務陪題の発生を押える {ζの原では， がんらい

組合の“潔論"だった は，逆lζ “ま緊

論" ~ζ改作された)という二重の意義をになった経営方策として容認される

ことになった。しかしすでにみたと ζ ろから暁らかなとおり，これは，
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的な経済事情(労働力需要の増大)によって不可避的iζ生じた賃金上昇(およ

びそれにともなう労働組合運動の軟化)を， 高利潤l乙支えられたかぎりでの

経営が，彼らの当面していた市場問題に結びつけて事後的に合理化したもの

であった。

賃金管理にかんしての，テイラリズムに対するフォーデイズムの進歩は，

前者がもっぱら賃金形態しか問題にしなかったのに対して，後者においては

むしろ賃金水準そのものが問題lとされたという点に求められているめ。すな

わち，テイラリズムにおいてはまず生産要素のーっとしての労働力の使い方

を標準化し，つぎにこの標準にもとづいて労働者を{働かせるためには，いか

なる賃金形態がもっとも刺戟効果が強いかというぐあいに考察がすすめられ

た(その結果案出されたのが差別的出来高給制度であった)。ところがフォー

デイズムにおいては，賃金形態の問題は背景にしりぞき，賃金支給額そのも

のの高低が端的にとりあげられたというわけである。現象的にみれば，これ

はたしかにそのとうりであるといってよいであろう。しかしその内実を探っ

てみれば， 1920年代の「高賃金」は，経営労務方策それじたいの問題として

の取り上げられたものではなく，当時のアメリカ産業にとっての主要な経済

問題に対する経営の管理方策全体の中lと埋没した形で， しかも事後の承認と

して一定の位畳を占めていたにすぎなかったのである。

なおこの時期lζは，賃金管理以外の各種の労働力管理および経営労資関

係管理についても，いくつかの新しい方策が採用されあるていどの普及をみ

たが口九 乙れらも「高賃金」とおなじく，高利潤に支えられたかぎりでの，

余裕ある経営の患恵的宥和策としての色彩が強く， 1929年代末以降の不況期

には，いずれもぜいたくな失費として縮減されるかあるいは廃止されてしま

つため。

多くの会社l乙設置された人事部門はなんらの原則もなしに運営され，各

種の「テストがあらゆる種類の問題に対する万能薬として歓迎され， しかも

乙れは，その本質をも限界をもわきまえていない人によって計画され管理さ

れた」同のである。人事管理は損情主義 (paternalism)と結びつけて理解され
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ていた。経営者は，いぜんとして，労{勤務の f名前と

ら踏をたたく趣味を干さい菩:叡をま念ちらし，彼らに彼ら

じとこませるととに熱心である/4)ような者を

ていたような状態であった。

に対処する

“フオ円ダイズムの時代"においてもなお，独自

し，うしろか

として器め

1920 :i:f弓えの

なしていたと

はいえなかった。 1929年以降の大不況による労瀦賂題の本絡花によって，労

はじめて，経常にとって必禁不可欠の管斑部門として縫立すること

になるのである。
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